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(57)【要約】
【課題】電波状況を効率的に把握することができる電波
測定装置を提供する。
【解決手段】電波測定装置２１は、所定の周波数帯域の
電波を受信する第一の受信部２５と、第一の受信部２５
により受信された所定の周波数帯域の電波を、１ｍ秒～
１００秒の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎の電
波強度のデータである電波強度データを取得する電波強
度データ取得部２６と、電波強度データ取得部２６によ
り電波強度データを取得した時の電波測定装置２１の位
置を示す位置データを取得する位置データ取得部２７と
、電波強度データ取得部２６により電波強度データを取
得した時の時刻を示す時刻データを取得する時刻データ
取得部２８と、電波強度データ取得部２６により取得し
た電波強度データ、位置データ取得部２７により取得し
た位置データ、および時刻データ取得部２８により取得
した時刻データを紐付けて第一の記憶部２４に記憶する
よう制御する第一の記憶制御部２９とを備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
所定の空間の電波を測定する電波測定装置であって、
　データを記憶する第一の記憶部と、
　所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部と、
　前記第一の受信部により受信された前記所定の周波数帯域の電波を、１ｍ（ミリ）秒～
１００秒の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎の電波強度のデータである電波強度デ
ータを取得する電波強度データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の前記電波測定装置
の位置を示す位置データを取得する位置データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の時刻を示す時刻デ
ータを取得する時刻データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により取得した前記電波強度データ、前記位置データ取得部
により取得した前記位置データ、および前記時刻データ取得部により取得した前記時刻デ
ータを紐付けて前記第一の記憶部に記憶するよう制御する第一の記憶制御部とを備える、
電波測定装置。
【請求項２】
前記第一の記憶部により記憶された前記電波強度データ、前記位置データ、および前記デ
ータを無線通信により外部に出力する無線通信部をさらに備える、請求項１に記載の電波
測定装置。
【請求項３】
前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の前記電波測定装置の
移動する方位を示す方位データを取得する方位データ取得部をさらに備え、
　前記第一の記憶制御部は、前記方位データ取得部により取得した前記方位データを前記
電波強度データに紐付けて前記第一の記憶部に記憶するよう制御する、請求項１または請
求項２に記載の電波測定装置。
【請求項４】
前記位置データ取得部は、全球測位衛星システム（ＧＮＳＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｎａｖｉｇ
ａｔｉｏｎ　Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ　Ｓｙｓｔｅｍ））から発信されるＧＮＳＳ電波を受信
する第二の受信部を含む、請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の電波測定装置。
【請求項５】
前記位置データは、前記電波測定装置の高さのデータを含む、請求項１～請求項４のいず
れか１項に記載の電波測定装置。
【請求項６】
前記第一の記憶部を覆う筐体を含み、
　前記第一の受信部は、紐状の接続部を介在させて前記筐体の外部に設けられている、請
求項１～請求項５のいずれか１項に記載の電波測定装置。
【請求項７】
前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の前記電波測定装置の
姿勢を示す姿勢データを取得する姿勢データ取得部をさらに備える、請求項１～請求項６
のいずれか１項に記載の電波測定装置。
【請求項８】
前記所定の周波数帯域は、２．４ＧＨｚ～２．５ＧＨｚの範囲であり、
　前記所定の周波数は、１ＭＨｚである、請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の電
波測定装置。
【請求項９】
無線通信による操縦により所定の空間における飛行が可能な飛行本体部と、前記飛行本体
部に搭載され、前記飛行本体部が位置する前記所定の空間の電波を測定する電波測定装置
とを含む無人航空機であって、
　前記電波測定装置は、
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　データを記憶する第一の記憶部と、
　所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部と、
　前記第一の受信部により受信された前記所定の周波数帯域の電波を、所定の時間間隔で
スキャンして所定の周波数毎の電波強度のデータである電波強度データを取得する電波強
度データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の前記電波測定装置
の位置を示す位置データを取得する位置データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の時刻を示す時刻デ
ータを取得する時刻データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により取得した前記電波強度データ、前記位置データ取得部
により取得した前記位置データ、および前記時刻データ取得部により取得した前記時刻デ
ータを紐付けて前記第一の記憶部に記憶するよう制御する第一の記憶制御部とを備える、
無人航空機。
【請求項１０】
前記電波強度データ取得部は、１ｍ秒～１００秒の時間間隔でスキャンして所定の周波数
毎の前記電波強度データを測定する、請求項９に記載の無人航空機。
【請求項１１】
前記位置データ取得部は、全球測位衛星システムＧＮＳＳから発信されるＧＮＳＳ電波を
受信する第二の受信部を含み、
　前記電波測定装置は、前記第二の受信部が上側に向くように前記飛行本体部に搭載され
る、請求項９または請求項１０に記載の無人航空機。
【請求項１２】
所定の空間の電波を測定する電波測定装置と、前記電波測定装置と無線通信が可能であっ
て、前記電波測定装置が測定した前記電波のデータを管理する管理装置とを含む電波測定
装置の管理システムであって、
　前記電波測定装置は、
　データを記憶する第一の記憶部と、
　所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部と、
　前記第一の受信部により受信された前記所定の周波数帯域の電波を、１ｍ秒～１００秒
の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎の電波強度のデータである電波強度データを取
得する電波強度データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の前記電波測定装置
の位置を示す位置データを取得する位置データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により前記電波強度データを取得した時の時刻を示す時刻デ
ータを取得する時刻データ取得部と、
　前記電波強度データ取得部により取得した前記電波強度データ、前記位置データ取得部
により取得した前記位置データ、および前記時刻データ取得部により取得した前記時刻デ
ータを紐付けて前記第一の記憶部に記憶するよう制御する第一の記憶制御部と、
　前記第一の記憶部により記憶された前記電波強度データ、前記位置データ、および前記
データを無線通信により前記管理装置に所定のタイミングで送信するよう制御する送信制
御部とを備え、
　前記管理装置は、
　データを記憶する第二の記憶部と、
　前記電波測定装置側から無線通信により受信した前記電波強度データ、前記位置データ
、および前記時刻データを受信して前記第二の記憶部に記憶するよう制御する第二の記憶
制御部と、
　前記第二の記憶部に記憶された前記電波強度データ、前記位置データ、および前記時刻
データを所望の形式で出力するよう制御する出力制御部とを備える、電波測定装置の管理
システム。
【請求項１３】
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無線通信による操縦により所定の空間における飛行が可能であって、前記電波測定装置を
搭載する飛行本体部をさらに備える、請求項１２に記載の電波測定装置の管理システム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電波測定装置、無人航空機、および電波測定装置の管理システムに関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　電波を測定する電波測定装置が従来から知られている（たとえば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－８３４５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　通信不良のリスクの把握等、ある敷地内において各位置における電波状況を把握したい
場合がある。広い敷地において各位置における電波状況を把握する際には、電波強度を測
定する測定者が電波測定装置を持ち歩き、敷地内の各位置において電波強度を測定する場
合がある。しかし、このような手法では、敷地面積が広い場合に時間や労力が多大にかか
ることとなり、非効率である。特に電波状況を把握したい範囲がたとえば数平方ｋｍ（キ
ロメートル）に亘る場合、電波状況の調査効率をアップさせることが求められる。また、
できるだけ正確に、すなわち、各位置において精度よく電波強度を測定できることが好ま
しい。
【０００５】
　この発明の目的は、電波状況を効率的に把握することができる電波測定装置を提供する
ことである。
【０００６】
　この発明の他の目的は、電波状況を効率的に把握することができる無人航空機を提供す
ることである。
【０００７】
　この発明のさらに他の目的は、電波状況の測定情報を適切に管理することができる電波
測定装置の管理システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明の一の局面においては、電波測定装置は、所定の空間の電波を測定する。電波
測定装置は、データを記憶する第一の記憶部と、所定の周波数帯域の電波を受信する第一
の受信部と、第一の受信部により受信された所定の周波数帯域の電波を、１ｍ（ミリ）秒
～１００秒の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎の電波強度のデータである電波強度
データを取得する電波強度データ取得部と、電波強度データ取得部により電波強度データ
を取得した時の電波測定装置の位置を示す位置データを取得する位置データ取得部と、電
波強度データ取得部により電波強度データを取得した時の時刻を示す時刻データを取得す
る時刻データ取得部と、電波強度データ取得部により取得した電波強度データ、位置デー
タ取得部により取得した位置データ、および時刻データ取得部により取得した時刻データ
を紐付けて第一の記憶部に記憶するよう制御する第一の記憶制御部とを備える。
【０００９】
　このように構成することにより、１ｍ秒～１００秒の時間間隔といった非常に短い時間
間隔でスキャンして電波強度データを取得し、さらに電波強度データを取得した際の位置
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データおよび時刻データも取得しているため、たとえば、広い敷地において電波測定装置
を高速で移動させて電波強度データを取得した場合でも、各位置および各時刻における電
波強度データを精度よく取得することができる。そして、第一の記憶部に記憶され、それ
ぞれ紐付けられた電波強度データ、位置データ、および時刻データに基づいて、所定の空
間内における各位置および各時刻の電波状況を正確に知ることができる。したがって、こ
のような構成の電波測定装置は、電波状況を効率的に把握することができる。
【００１０】
　電波測定装置は、第一の記憶部により記憶された電波強度データ、位置データ、および
データを無線通信により外部に出力する無線通信部をさらに備える構成としてもよい。こ
うすることにより、記憶された電波強度データ、位置データ、および時刻データをリアル
タイムで無線通信により外部に出力することができる。したがって、より適切に測定者の
要求する位置における電波強度データを測定することができる。
【００１１】
　また、電波測定装置は、電波測定装置の移動する方位を示す方位データを取得する方位
データ取得部をさらに備える構成とし、第一の記憶制御部は、方位データ取得部により取
得した方位データを電波強度データに紐付けて第一の記憶部に記憶するよう制御するよう
にしてもよい。こうすることにより、さらに方位データも併せて、より正確に連続的に移
動する電波測定装置の位置を把握することができる。
【００１２】
　位置データ取得部は、全球測位衛星システム（ＧＮＳＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｎａｖｉｇａ
ｔｉｏｎ　Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ　Ｓｙｓｔｅｍ））から発信されるＧＮＳＳ電波を受信す
る第二の受信部を含むよう構成してもよい。こうすることにより、第二の受信部を利用し
て、電波測定装置の位置データをより精度よく取得することができる。
【００１３】
　なお、位置データは、電波測定装置の高さのデータを含むようにしてもよい。こうする
ことにより、所定の空間における高さ方向に対応した電波強度データを取得することがで
き、より測定者の望む電波強度データを取得することができる。特に、高速で空中を飛行
する無人航空機に電波測定装置を搭載させて電波を測定する際に、より広い範囲で高さ方
向の電波強度データを取得することができ、三次元的により正確に所定の空間における電
波状況を把握することができる。
【００１４】
　また、電波測定装置は、第一の記憶部を覆う筐体を含み、第一の受信部は、紐状の接続
部を介在させて筐体の外部に設けられているよう構成してもよい。こうすることにより、
より適切に電波を受信することができる。特に、高速で空中を飛行する無人航空機に電波
測定装置を搭載させて電波を測定する際に、電波測定装置の下方側や後方側に第一の受信
部を位置させて、主に上方側において受信する位置データを取得する際の電波との混信を
抑制することができる。
【００１５】
　電波測定装置は、電波強度データ取得部により電波強度データを取得した時の電波測定
装置の姿勢を示す姿勢データを取得する姿勢データ取得部をさらに備える構成としてもよ
い。こうすることにより、測定する電波の電波源の方位データ等を適切に取得することが
できる。また、高速で空中を飛行する無人航空機に電波測定装置を搭載させて電波を取得
する際に、無人航空機の姿勢の制御に反映させることもできる。さらには、取得された電
波測定装置の姿勢データを無人航空機自体の姿勢データと照らし合わせて、電波測定装置
の無人航空機への取り付け状況の確認に利用することができる。
【００１６】
　なお、所定の周波数帯域は、２．４ＧＨｚ～２．５ＧＨｚの範囲であり、所定の周波数
は、１ＭＨｚであることが好ましい。このように構成することにより、特に測定者の要求
する周波数帯域における電波強度データを効率的に取得することができる。特に、時速数
十ｋｍの高速で移動する無人航空機に電波測定装置を搭載した場合に、測定者の望む電波



(6) JP 2018-155710 A 2018.10.4

10

20

30

40

50

強度データを連続的に取得することができる。
【００１７】
　この発明の他の局面においては、無人航空機は、無線通信による操縦により所定の空間
における飛行が可能な飛行本体部と、飛行本体部に搭載され、飛行本体部が位置する所定
の空間の電波を測定する電波測定装置とを含む。電波測定装置は、データを記憶する第一
の記憶部と、所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部と、第一の受信部により受
信された所定の周波数帯域の電波を、所定の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎の電
波強度のデータである電波強度データを取得する電波強度データ取得部と、電波強度デー
タ取得部により電波強度データを取得した時の電波測定装置の位置を示す位置データを取
得する位置データ取得部と、電波強度データ取得部により電波強度データを取得した時の
時刻を示す時刻データを取得する時刻データ取得部と、電波強度データ取得部により取得
した電波強度データ、位置データ取得部により取得した位置データ、および時刻データ取
得部により取得した時刻データを紐付けて第一の記憶部に記憶するよう制御する第一の記
憶制御部とを備える。
【００１８】
　このような構成の無人航空機によると、所定の空間において高速で飛行する飛行本体部
を利用して、電波測定装置における広い範囲の電波強度データを位置データおよび時刻デ
ータと共に効率的に取得することができる。したがって、電波状況を効率的に把握するこ
とができる。
【００１９】
　電波強度データ取得部は、１ｍ秒～１００秒の時間間隔でスキャンして所定の周波数毎
の電波強度データを取得するようにしてもよい。こうすることにより、より適切に無人航
空機による移動に伴う電波強度の変化を連続的に把握することができる。
【００２０】
　また、位置データ取得部は、ＧＮＳＳ（全球測位衛星システム）から発信されるＧＮＳ
Ｓ電波を受信する第二の受信部を含む構成とし、電波測定装置は、第二の受信部が上側に
向くように飛行本体部に搭載されるようにしてもよい。こうすることにより、ＧＮＳＳ電
波と、第一の受信部によって受信され、所定の空間において電波測定装置により測定され
る電波との混信を抑制することができる。
【００２１】
　この発明のさらに他の局面においては、電波測定装置の管理システムは、所定の空間の
電波を測定する電波測定装置と、電波測定装置と無線通信が可能であって、電波測定装置
が測定した電波のデータを管理する管理装置とを含む。電波測定装置は、データを記憶す
る第一の記憶部と、所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部と、第一の受信部に
より受信された所定の周波数帯域の電波を、１ｍ秒～１００秒の時間間隔でスキャンして
所定の周波数毎の電波強度のデータである電波強度データを取得する電波強度データ取得
部と、電波強度データ取得部により電波強度データを取得した時の電波測定装置の位置を
示す位置データを取得する位置データ取得部と、電波強度データ取得部により電波強度デ
ータを取得した時の時刻を示す時刻データを取得する時刻データ取得部と、電波強度デー
タ取得部により取得した電波強度データ、位置データ取得部により取得した位置データ、
および時刻データ取得部により取得した時刻データを紐付けて第一の記憶部に記憶するよ
う制御する第一の記憶制御部と、第一の記憶部により記憶された電波強度データ、位置デ
ータ、および時刻データを無線通信により管理装置に所定のタイミングで送信するよう制
御する送信制御部とを備える。管理装置は、データを記憶する第二の記憶部と、電波測定
装置側から無線通信により受信した電波強度データ、位置データ、および時刻データを受
信して第二の記憶部に記憶するよう制御する第二の記憶制御部と、第二の記憶部に記憶さ
れた電波強度データ、位置データ、および時刻データを所望の形式で出力するよう制御す
る出力制御部とを備える。
【００２２】
　このような構成の電波測定装置の管理システムは、管理装置において、電波測定装置に
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より取得された電波強度データ、位置データ、および時刻データを取得し、第二の記憶部
に記憶して、所望の形式で出力することとしている。そうすると、管理装置において所定
の空間の電波状況の測定情報を適切に管理することができる。したがって、電波状況を効
率的に把握することができる。
【００２３】
　また、無線通信による操縦により所定の空間における飛行が可能であって、電波測定装
置を搭載する飛行本体部をさらに備える構成としてもよい。こうすることにより、高速で
飛行本体部を飛行させて電波強度データを取得することができ、広い領域の電波状況を効
率的に調査することができる。
【発明の効果】
【００２４】
　このような構成の電波測定装置、および無人航空機によると、電波状況を効率的に把握
することができる。
【００２５】
　また、このような電波測定装置の管理システムによると、電波状況の測定情報を適切に
管理することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】この発明の一実施形態に係る電波測定装置を搭載した無人航空機の外観を示す概
略斜視図である。
【図２】この発明の一実施形態に係る電波測定装置の管理システムの構成を示すブロック
図である。
【図３】図２に示す電波測定装置の管理システムを用いて所定の空間の電波強度を測定す
る場合の処理の流れを示すフローチャートである。
【図４】この発明の一実施形態に係る電波測定装置により測定された無人航空機の水平方
向の位置データを示すグラフである。
【図５】この発明の一実施形態に係る電波測定装置により測定された無人航空機の高さ方
向の位置データを示すグラフである。
【図６】この発明の一実施形態に係る電波測定装置により測定された電波強度データを示
すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　次に、この発明に係る電波測定装置の一実施の形態を、図１～図６を参照しつつ説明す
る。なお、以下の図面において同一または相当する部分には同一の参照番号を付しその説
明は繰返さない。
【００２８】
　図１は、この発明の一実施形態に係る電波測定装置を搭載した無人航空機の外観を示す
概略斜視図である。図２は、この発明の一実施形態に係る電波測定装置の管理システムの
構成を示すブロック図である。図１中の矢印Ｘで無人航空機の進行方向を示し、図１中の
矢印Ｙで無人航空機の進行方向に垂直な方向を示し、図１中の矢印Ｚで無人航空機の高さ
方向を示す。矢印Ｘで示す向きで、無人航空機が進む前向きを示し、矢印Ｚで示す向きで
、無人航空機が上昇する向きを示す。
【００２９】
　図１および図２を参照して、この発明の一実施形態に係る電波測定装置２１は、所定の
空間の電波を測定する。ここでいう所定の空間とは、たとえば、敷地の面積として数十平
方ｍ（メートル）から数平方ｋｍの間の範囲に属する領域であり、高さ、いわゆる高度と
して地上から数ｍ、さらには数百ｍまでの範囲に属するものである。
【００３０】
　電波測定装置２１は、無人航空機１１に搭載されている。ここで、無人航空機１１の構
成について簡単に説明する。無人航空機１１は、無線通信による操縦により所定の空間に
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おける飛行が可能な飛行本体部１２と、上記した電波測定装置２１とを含む。ここで、飛
行本体部１２は、無人航空機１１から電波測定装置２１を除外したものである。
【００３１】
　無人航空機１１は、無人航空機１１自体の動作を制御する制御部が内蔵された胴部１３
と、六つのブレード１４ａ、１４ｂ、１４ｃ、１４ｄ、１４ｅ、１４ｆと、地上に降下し
た際に地上と接触する一対の脚部１５ａ、１５ｂと、カメラ等の撮影機器や測定基材等を
搭載する際に利用される取り付け部１６と、無線通信の際に電波の送受信を行う無人航空
機アンテナ１７とを含む。六つのブレード１４ａ～１４ｆは、胴部１３の中心からそれぞ
れ放射状に延びる六つの支持部１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ、１８ｅ、１８ｆの先端
部に取り付けられている。六つの支持部１８ａ～１８ｆは、それぞれ角度を６０度ずつあ
けて設けられている。脚部１５ａ、１５ｂは、胴部１３の下方側から斜め方向に間隔をあ
けて延びるように設けられている。地上に降下した際に、無人航空機１１は、脚部１５ａ
、１５ｂが地面と当接する構成である。無人航空機アンテナ１７は、胴部１３の上部に取
り付けられている。無人航空機アンテナ１７は、無人航空機１１の高さ方向に延びるよう
に設けられている。
【００３２】
　無人航空機１１は、無線通信による操縦により図１中のＸ方向、Ｙ方向、Ｚ方向に飛行
可能な構成である。無人航空機１１の速度は、時速数ｋｍから時速数十ｋｍ程度まで種々
の速度が設定される。
【００３３】
　次に電波測定装置２１の構成について説明する。電波測定装置２１は、直方体形状の樹
脂製の筐体２２と、基板に実装される電波測定装置制御部２３と、データを記憶する第一
の記憶部としてのメモリ２４と、所定の周波数帯域の電波を受信する第一の受信部として
の第一のアンテナ２５とを含む。メモリ２４は、電波測定装置２１に着脱自在に設けられ
ていてもよい。なお、メモリ２４としては、たとえば、ＳＤメモリが採用される。電波測
定装置制御部２３を実装する基板は、筐体２２に取り囲まれている。電波測定装置２１の
主な外形形状を構成する筐体２２は、いわゆる小型であり、具体的には、Ｘ方向で示す縦
方向の長さが約４３ｍｍ（ミリメートル）、Ｙ方向で示す横方向の長さが約６５ｍｍ、Ｚ
方向で示す高さ方向の長さが約２５ｍｍである。なお、電波測定装置２１は、比較的安価
に製造可能な構成である。
【００３４】
　電波測定装置２１は、胴部１３の上部に搭載するようにして取り付けられている。具体
的には、無人航空機１１の飛行中のバランス等を考慮して、Ｙ方向の中央であって、胴部
１３の後ろ側寄りに取り付けられている。
【００３５】
　第一のアンテナ２５は、いわゆる平面アンテナであり、筐体２２の外部に設けられてい
る。具体的には、第一アンテナ２５は、紐状の接続部を介在させて筐体２２の外部に設け
られている。第一のアンテナ２５は、所定の周波数帯域として、２．４ＧＨｚ（ギガヘル
ツ）～２．５ＧＨｚの範囲の周波数帯域、より具体的には、２．４０１ＧＨｚ～２．４９
３ＧＨｚの周波数帯域の電波を受信する。なお、第一のアンテナ２５は、紐状の部材で取
り付けられ、その位置が固定されているため、無人航空機１１の飛行中には、その位置が
安定している。第一のアンテナ２５として、このような平面アンテナを採用することによ
り、電波の受信方向をある程度制限して、より測定者の望む電波の受信を行うことができ
る。
【００３６】
　電波測定装置２１は、電波強度データ取得部２６と、位置データ取得部２７と、時刻デ
ータ取得部２８と、第一の記憶制御部２９とを含む。電波強度データ取得部２６は、第一
のアンテナ２５により受信された２．４０１ＧＨｚ～２．４９３ＧＨｚの周波数帯域の電
波を、１ｍ（ミリ）秒～１００秒の時間間隔、ここでは１００ｍ秒でスキャンして所定、
ここでは１ＭＨｚの周波数毎の電波強度のデータである電波強度データを取得する。位置
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データ取得部２７は、全球測位衛星システム（ＧＮＳＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｎａｖｉｇａｔ
ｉｏｎ　Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ　Ｓｙｓｔｅｍ））から発信されるＧＮＳＳ電波の一つであ
るＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）データを受信する第
二の受信部としての第二のアンテナ３１を含む。位置データ取得部２７は、電波強度デー
タ取得部２６により電波強度データを取得した時の電波測定装置２１の位置を示す位置デ
ータであるＧＰＳデータを第二のアンテナ３１を経由して取得する。すなわち、位置デー
タ取得部２７は、１００ｍ秒毎に位置データであるＧＰＳデータを取得する。時刻データ
取得部２８は、電波強度データ取得部２６により電波強度データを取得した時の時刻を示
す時刻データをＧＰＳデータから取得する。すなわち、時刻データ取得部２８は、１００
ｍ秒毎に時刻データを取得する。なお、位置データ取得部２７により位置データを取得す
るタイミングと、時刻データ取得部２８により時刻データを取得するタイミングとは、同
じとなる。第一の記憶制御部２９は、電波強度データ取得部２６により取得した電波強度
データ、位置データ取得部２７により取得した位置データ、および時刻データ取得部２８
により取得した時刻データを紐付けてメモリ２４に記憶するよう制御する。
【００３７】
　電波測定装置２１は、電波測定装置２１の移動する方位を示す方位データを取得する方
位データ取得部としての地磁気センサー３３を備える。地磁気センサー３３は、電波強度
データ取得部２６により電波強度データを取得した時の電波測定装置２１の移動する方位
を示す方位データを取得する。また、第一の記憶制御部２９は、地磁気センサー３３によ
り取得した方位データを電波強度データに紐付けてメモリ２４に記憶するよう制御する。
【００３８】
　電波測定装置２１は、電波測定装置２１の加速度を検出する加速度センサー３４と、電
波測定装置２１の角速度を検出するジャイロセンサー３５と、電波装測定置２１に電力を
供給する内蔵のバッテリー３６とを備える。加速度センサー３４は、電波強度データ取得
部２６により電波強度データを取得した時の加速度データを取得する。ジャイロセンサー
３５は、電波強度データ取得部２６により電波強度データを取得した時の角速度データを
取得する。第一の記憶制御部２９は、加速度センサー３４により取得した加速度データお
よびジャイロセンサー３５により取得した角速度データを電波強度データに紐付けてメモ
リ２４に記憶するよう制御する。
【００３９】
　また、電波測定装置２１は、外部と無線通信を行う電波測定装置無線通信部３７と、送
信制御部３８とを含む。電波測定装置無線通信部３７は、この場合、後述する管理装置４
１と無線通信を行う。送信制御部３８は、メモリ２４により記憶された電波強度データ、
位置データ、および時刻データを無線通信により管理装置４１に所定のタイミングで送信
するよう制御する。
【００４０】
　次に、この発明に係る電波測定装置２１の管理システム１９に含まれる管理装置４１の
構成について説明する。管理装置４１は、電波測定装置２１と無線通信が可能な構成であ
る。管理装置４１は、管理装置４１自身を制御する管理装置制御部４２と、管理装置４１
と外部との無線通信を確立させる管理装置無線通信部４３と、データを記憶する第二の記
憶部としてのハードディスク４４とを備える。管理装置制御部４２は、電波測定装置２１
側から無線通信により受信した電波強度データ、位置データ、および時刻データを受信し
てハードディスク４４に記憶するよう制御する第二の記憶制御部４５と、ハードディスク
４４に記憶された電波強度データ、位置データ、および時刻データを所望の形式で出力す
るよう制御する出力制御部４６とを備える。なお、管理装置４１としては、たとえば、デ
ータベースサーバーやコンピューター等を採用することができる。また、第二の記憶部と
して、たとえば、大容量メモリを採用することもできる。
【００４１】
　次に、無人航空機１１に搭載した電波測定装置２１の管理システム１９を用いて所定の
空間の電波強度を測定する場合について説明する。図３は、図２に示す電波測定装置２１
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の管理システム１９を用いて所定の空間の電波強度を測定する場合の処理の流れを示すフ
ローチャートである。
【００４２】
　併せて図３を参照して、まず、電波測定装置２１を搭載した無人航空機１１を準備する
。すなわち、図１に示すような無人航空機１１を準備する。この場合、上記したように飛
行本体部１２の胴部１３の上側に電波測定装置２１を搭載するようにして取り付け、準備
する。
【００４３】
　そして、電波強度を測定したい空間内において無人航空機１１の飛行を開始させる（図
３において、ステップＳ１１、以下、「ステップ」を省略する）。この場合、無線通信に
より無人航空機１１を操作者の操縦により飛行させる。
【００４４】
　そうすると、第一のアンテナ２５により２．４０１ＧＨｚ～２．４９３ＧＨｚの範囲の
周波数帯域の電波を受信する（Ｓ１２）。その後、電波強度データ取得部２６は、１００
ｍ秒毎の電波強度データを取得する（Ｓ１３）。具体的には、受信した電波の周波数を１
ＭＨｚ毎に順次スキャンして合計９３点の電波強度データを取得する。ここで、電波強度
データの取得時において、位置データおよび時刻データもそれぞれ位置データ取得部２７
および時刻データ取得部２８により取得する（Ｓ１４）。
【００４５】
　その後、第一の記憶制御部２９は、取得された電波強度データ、取得された位置データ
、および取得された時刻データをメモリ２４に記憶する（Ｓ１５）。そして、送信制御部
３８は、メモリ２４により記憶された電波強度データ、位置データ、および時刻データを
無線通信により管理装置４１に所定のタイミングで送信するよう制御する（Ｓ１６）。こ
こで、所定のタイミングとしては、たとえば、１００ｍ秒毎に電波強度データ等を送信す
るよう制御する。この場合、電波測定装置無線通信部３７と管理装置無線通信部４３を経
由して行う。なお、この場合、いわゆるリアルタイムの送信とほぼ同等となる。
【００４６】
　管理装置４１は、送信された電波強度データ、位置データ、および時刻データを受信す
る（Ｓ１７）。そして、第二の記憶制御部４５は、電波測定装置２１側から無線通信によ
り受信した電波強度データ、位置データ、および時刻データを受信してハードディスク４
４に記憶するよう制御する（Ｓ１８）。これを、飛行が終了するまで行う（Ｓ１９におい
て、ＹＥＳ）。なお、無人航空機１１の飛行については、測定者が所定の空間内をくまな
く無人航空機１１により飛行させることにより行われる。
【００４７】
　なお、ハードディスク４４に記憶された電波強度データ、位置データ、および時刻デー
タは、ユーザーの所望する形式で出力される。すなわち、管理装置４１に含まれる出力制
御部４６は、ハードディスク４４に記憶された電波強度データ、位置データ、および時刻
データを所望の形式で出力するよう制御する。
【００４８】
　図４は、この発明の一実施形態に係る電波測定装置２１により測定された無人航空機１
１の水平方向の位置データを示すグラフである。図４中、縦軸は緯度（°）を示し、横軸
は経度（°）を示す。図５は、この発明の一実施形態に係る電波測定装置２１により測定
された無人航空機１１の高さ方向の位置データを示すグラフである。図５中、縦軸は高さ
（ｍ）を示し、横軸は経度（°）を示す。図６は、この発明の一実施形態に係る電波測定
装置２１により測定された電波強度データを示すグラフである。図６中、縦軸は電波強度
（ｄＢＭ）を示し、横軸は周波数（ＭＨｚ）を示す。図４～図６については、たとえば、
管理装置４１に接続されるディスプレイにおける表示画面において表示される図である。
【００４９】
　併せて図４～図６を参照して、無人航空機１１がどのような軌跡を描いて飛行している
か、すなわち、図４を参照して、位置データから水平方向のどの位置を飛行しているかを
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把握することができる。また、図５を参照して、位置データから高さ方向のどの位置を飛
行しているかを把握することができる。そして、図４および図５に示す位置データに対応
する時刻データおよび電波強度データから、各位置における電波状況を把握することがで
きる。図６を参照して、図４および図５に示すある位置４７における電波状況を把握する
ことができる。具体的には、図６中の周波数が２．４６２ＭＨｚ～２．４７４ＭＨｚの範
囲内において、電波強度が－５０ｄＢｍよりも高くなっている。すなわち、この位置４７
において、周波数２．４６２ＭＨｚ～２．４７４ＭＨｚの電波強度が他の周波数よりも高
くなっていることを視覚的に容易に把握することができる。
【００５０】
　以上より、このような構成によれば、１００ｍ秒の時間間隔といった非常に短い時間間
隔でスキャンして電波強度データを取得し、さらに電波強度データを取得した際の位置デ
ータおよび時刻データも取得しているため、たとえば、広い敷地において電波測定装置２
１を高速で移動させて電波強度を測定した場合でも、各位置および各時刻における電波強
度データを精度よく取得することができる。そして、メモリ２４に記憶され、それぞれ紐
付けられた電波強度データ、位置データ、および時刻データに基づいて、所定の空間内に
おける各位置および各時刻の電波状況を正確に知ることができる。したがって、このよう
な構成の電波測定装置２１は、電波状況を効率的に把握することができる。
【００５１】
　また、このような無人航空機１１によると、所定の空間において高速で飛行する飛行本
体部を利用して、電波測定装置２１における広い範囲の電波強度データを位置データおよ
び時刻データと共に効率的に取得することができる。したがって、電波状況を効率的に把
握することができる。
【００５２】
　また、このような電波測定装置２１の管理システム１９は、管理装置４１において、電
波測定装置２１により取得された電波強度データ、位置データ、および時刻データを取得
し、ハードディスク４４に記憶して、所望の形式で出力することとしている。そうすると
、管理装置４１において所定の空間の電波状況の測定情報を適切に管理することができる
。したがって、電波状況を効率的に把握することができる。また、ハードディスク４４に
記憶された電波強度データ等を、管理装置４１においてＧＩＳ（Ｇｅｏｇｒａｐｈｉｃ　
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）（地理情報システム）における情報として一元
管理して配布等することができる。
【００５３】
　また、本実施形態においては、電波測定装置２１は、メモリ２４により記憶された電波
強度データ、位置データ、およびデータを無線通信により外部に出力する電波測定装置無
線通信部３７をさらに備える構成であるため、記憶された電波強度データ、位置データ、
および時刻データをリアルタイムで無線通信により外部、ここでは管理装置４１に出力す
ることができる。したがって、より適切に測定者の要求する位置における電波強度データ
を測定することができる。
【００５４】
　また、本実施形態においては、位置データは、電波測定装置２１の高さのデータを含む
ため、所定の空間における高さ方向に対応した電波強度データを取得することができ、よ
り測定者の望む電波強度データを取得することができる。特に、この場合、より広い範囲
で高さ方向の電波強度データを取得することができ、三次元的により正確に所定の空間に
おける電波状況を把握することができる。
【００５５】
　また、本実施形態においては、電波測定装置２１は、電波測定装置２１の移動する方位
を示す方位データを取得する地磁気センサー３３を備え、第一の記憶制御部２９は、地磁
気センサー３３により取得した方位データを電波強度データに紐付けてメモリ２４に記憶
するよう制御しているため、さらに方位データも併せて、より正確に連続的に移動する電
波測定装置２１の位置を把握することができる。
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【００５６】
　また、本実施形態においては、位置データ取得部２７は、全球測位衛星システム（ＧＮ
ＳＳ）から発信されるＧＮＳＳ電波を受信する第二のアンテナ３１を含むため、電波測定
装置２１の位置データをより精度よく取得することができる。
【００５７】
　また、本実施形態においては、第一のアンテナ２５は、紐状の接続部を介在させて筐体
２２の外部に設けられているため、より適切に電波を受信することができる。特に、この
場合、下方側や後方側に第一のアンテナ２５を位置させて、主に上方側において受信する
位置データを取得する際の電波との混信を抑制することができる。
【００５８】
　また、本実施形態においては、位置データ取得部２７は、ＧＮＳＳ（全球測位衛星シス
テム）から発信されるＧＮＳＳ電波を受信する第二のアンテナ３１を含み、電波測定装置
２１は、第二のアンテナ３１が上側に向くように飛行本体部１２に搭載されるため、ＧＮ
ＳＳ電波と所定の空間において電波測定装置２１により測定される電波との混信を抑制す
ることができる。
【００５９】
　なお、上記の実施の形態においては、電波強度データを取得する時間間隔を１００ｍ秒
としたが、これに限らず、電波強度データを取得する時間間隔を１ｍ秒～１００秒の範囲
にするとよい。このような範囲によれば、必要以上にデータを取得するおそれを低減する
ことができ、取得した位置データおよび取得した時刻データにおける取得した電波強度デ
ータのずれの影響を低減することができる。より好ましくは、１０ｍ秒～１秒の範囲の範
囲とするとよい。ここで、無人航空機１１に電波測定装置２１を搭載した際に、無人航空
機１１の速度に応じて、測定する時間間隔を変更するようにしてもよい。たとえば、無人
航空機１１の速度が速くなるにつれ、測定する時間間隔を短くするよう制御する。このよ
うな構成とすれば、無人航空機１１、引いては、電波測定装置２１の移動速度に関わらず
、精度のよい電波強度の測定が可能となる。
【００６０】
　また、上記の実施の形態においては、方位データ取得部としての地磁気センサー３３を
備える構成としたが、これに限らず、方位データ取得部を備えない構成としてもよい。ま
た、ＧＰＳデータを取得して、位置データを取得することとしたが、これに限らず、他の
手法により位置データを取得することとしてもよい。
【００６１】
　また、位置データ等と共に取得され、メモリ２４に記憶された加速度データや角速度デ
ータを位置データ等と共に出力して電波状況の把握に利用することとしてもよい。すなわ
ち、電波測定装置２１は、電波強度データ取得部２６により電波強度データを取得した時
の電波測定装置２１の姿勢を示す姿勢データを取得する姿勢データ取得部をさらに備える
構成としてもよい。測定する電波の電波源の方位データ等を適切に取得することができる
。このような構成を採用すれば、上記した地磁気センサーを省略する構成とすることもで
きる。また、無人航空機１１自体の姿勢の制御に反映させることもできる。さらには、取
得された電波測定装置２１の姿勢データを無人航空機１１自体の姿勢データと照らし合わ
せて、電波測定装置２１の無人航空機１１への取り付け状況の確認に利用することができ
る。具体的には、無人航空機１１の姿勢データと電波測定装置２１の姿勢データとの間に
ずれが生じている場合、無人航空機１１への電波測定装置２１の取り付け不良や不具合が
発生したと想定し、取り付け状況のチェックを促すことができる。
【００６２】
　なお、上記の実施の形態においては、第二のアンテナ３１については、筐体２２の外部
に設けることとしたが、これに限らず、筐体２２の内部側に設けることとしてもよい。ま
た、電波測定装置２１は、第二のアンテナ３１が上側に向くように飛行本体部１２に搭載
されることとしたが、これに限らず、混信が発生しない状況や混信を防止する手法が搭載
されていれば、第二のアンテナ３１の向きについては、任意に定めてもよい。
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【００６３】
　また、上記の実施の形態においては、第一のアンテナ２５として、平面アンテナを採用
することとしたが、これに限らず、スリーブアンテナのような紐状のアンテナとしてもよ
い。この場合、ストロー状の部材を準備して、この部材の中に紐状のアンテナを挿入し、
位置を安定させるようにするとよい。さらには、紐状のアンテナの先端部に、指向性のア
ンテナを取り付けることとしてもよい。こうすることにより、電波の受信方向を大まかに
制限して指向性を良好にし、より測定者の望む、測定したい電波を受信しやすくすること
ができる。すなわち、アンテナには、種々の機能を有するものがあるため、アンテナを変
更し、そのアンテナの特徴に従って、種々の条件で電波強度を取得することができる。な
お、第一のアンテナ２５として、筐体２２に内蔵されるタイプのアンテナでもよい。
【００６４】
　また、上記の実施の形態において、所定の周波数帯域は、２．４ＧＨｚ～２．５ＧＨｚ
の範囲としたが、これに限らず、ユーザーの要望する周波数帯域がより狭い範囲であれば
、その範囲、たとえば、２．４０１ＧＨｚ～２．４５０ＧＨｚの範囲としてもよいし、２
．４ＧＨｚよりも周波数の低い帯域、２．５ＧＨｚよりも周波数の高い帯域としてもよい
。さらに、所定の周波数として１ＭＨｚに限らず、要求される精度に応じて、他の周波数
、たとえば、０．５ＭＨｚや２ＭＨｚを選択してもよい。
【００６５】
　なお、上記の実施の形態においては、無人航空機１１は、六枚のブレード１４ａ～１４
ｆを備えることとしたが、ブレードの枚数については特に限定されず、たとえば、二枚の
ブレードや四枚のブレード、八枚のブレード、さらには十枚以上のブレードを備える構成
としてもよい。すなわち、無人航空機１１における飛行形態について、特に限定されるも
のではない。
【００６６】
　また、上記の実施の形態において、電波測定装置２１を無人航空機１１に搭載する場合
について説明したが、これに限らず、所定の速度で移動する物体、たとえば、地上から数
ｍ程度までの電波しか測定できないが、無線通信による操縦が可能な地上を走る無人車両
や海上を走る無人船舶やタクシーに電波測定装置２１を搭載して、電波強度を測定するこ
ととしてもよい。
【００６７】
　なお、時刻データ取得部２８は、電波測定装置２１に内蔵されるタイマーを含む構成と
し、時刻データ取得部２８は、電波強度データ取得部２６により電波強度データを取得し
た時の時刻を示す時刻データをタイマーから取得するようにしてもよい。こうすることに
より、ＧＮＳＳデータから時刻データが取得できない場合でも対応することができる。特
に室内等においては、このような構成を採用するのが好適である。もちろん、双方の時刻
取得を行い、ＧＮＳＳデータが取得できなくなった状況において、タイマーから時刻デー
タを取得するよう構成してもよい。
【００６８】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって、どのような面からも制限的な
ものではないと理解されるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなく、特許請求
の範囲によって規定され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が
含まれることが意図される。
【産業上の利用可能性】
【００６９】
　本願の電波測定装置、無人航空機、および電波測定装置の管理システムは、電波状況の
効率的な把握が求められる場合に、特に有利に適用され得る。
【符号の説明】
【００７０】
１１　無人航空機、１２　飛行本体部、１３　胴部、１４ａ，１４ｂ，１４ｃ，１４ｄ，
１４ｅ，１４ｆ　ブレード、１５ａ，１５ｂ　脚部、１６　取り付け部、１７　無人航空
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機アンテナ、１８ａ，１８ｂ，１８ｃ，１８ｄ，１８ｅ，１８ｆ　支持部、１９　電波測
定装置の管理システム、２１　電波測定装置、　２２　筐体、２３　電波測定装置制御部
、２４　メモリ、２５　第一のアンテナ、２６　電波強度データ取得部、２７　位置デー
タ取得部、２８　時刻データ取得部、２９　第一の記憶制御部、３１　第二のアンテナ、
３３　地磁気センサー、３４　加速度センサー、３５　ジャイロセンサー、３６　バッテ
リー、３７　電波測定装置無線通信部、３８　送信制御部、４１　管理装置、４２　管理
装置制御部、４３　管理装置無線通信部、４４　ハードディスク、４５　第二の記憶制御
部、４６　出力制御部、４７　位置。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】
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